
　1. はじめに

　兵庫県南部地震によって激しく損傷したＲＣ

造建物の中には，倒壊には至らないまでも取り

壊されたものが数多くあった。これらを教訓に，

ＲＣ造建物では安全限界状態のみでなく，修復

限界状態を視野に入れた設計法が注目されてい

る。建物の損傷評価は，建物の継続使用に対する

安全性，補修の要否などを判断する上で必須で

ある。本研究ではシアスパン比，部材の破壊モー

ド，軸力の有無，せん断補強筋間隔をパラメータ

とした実部材の約1/2 スケールのＲＣ柱試験体

６体について静的曲げせん断加力実験を行い，

繰返し載荷下における部材のひび割れ性状を明

らかにした。また，部材の損傷度を表す指標とし

てひび割れ面積率を用い，部材角，耐力，部材ふ

くらみとの関係を示した。

　2.　実験概要

　2.1　試験体

　試験体配筋図を図－１に，鉄筋の機械的性質

およびコンクリートの材料特性を表－２ , 表－

３に示す。試験体は，実構造物の約1/2スケール

を想定し，シアスパン比，主筋強度，せん断補強

筋強度および間隔，軸力の有無をパラメータと
図－１　試験体配筋図(単位：mm)
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表－２　鉄筋の機械的性質

表－1　試験体一覧

表－３　コンクリートの材料特性

種別
降伏強度

σy(N/mm
2
)

降伏ひずみ
εy(μ)

引張強度

σu(N/mm
2
)

伸び率
(%)

ヤング係数Es

(×10
5
N/mm

2
)

D6 391* 4924 564 19.2 1.91
D16 391 2032 556 19.1 1.88
S6 831 4672 872 7.0 1.84
S16 1046 6734 1127 4.9 1.92

　　　　 *：0.2％オフセット耐力

試験体
幅b×せいD

(mm)
試験区間長

L(mm)
ｼｱｽﾊﾟﾝ比

a/D
主　筋

引張鉄筋比
pt(%)

せん断
補強筋

あばら筋比
pw(%)

軸力比
n

1 1280 2.0 0.0
2 0.2
3 0.0
4 0.2
5 0.0
6 2-S6 @80 0.25 0.0

0.50
320×320

960 1.5

8-D16

8-S16

0.58
2-D6 @40

材齢(日)
圧縮強度

σB(N/mm
2
)

割裂強度

σt(N/mm
2
)

ヤング係数Ec

(×10
4
N/mm

2
)

50(試験体No.3,5,6) 23.8 2.35 2.55
69(試験体No.1,2,4) 24.3 2.02 2.5
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した。加力方法は大野式により，加力点を都度入

替えることで交番繰返し加力を与えた。加力は

変位制御とし，加力サイクル：部材角Ｒ＝±1/

800,± 1/400,±1/200,± 1/100,±1/50,± 1/

25rad で各２回ずつ繰返した。

　2.2　ひび割れ幅の測定

　ひび割れ幅は，ひび割れ観測面に生じた各サ

イクルのピーク時および除荷時について測定し

た。ひび割れ幅の測定にはデジタルマイクロス

コープ（精度：1/1000mm）を用い，せん断補強筋

位置を横切ったひび割れ幅を測定した。せん断

補強筋位置を横切らなかったひび割れについて

は，最大幅を測定した。ひび割れ幅は，ひび割れ

面から垂直方向に拡がった距離とした。

　2.3　曲げ変形および部材のふくらみ測定

　曲げ変形および柱成方向のふくらみの測定位

置を図－３に示す。曲げ変形は，試験体を材軸方

向に６分割した各区間について100mmCDP変位計

によって測定した。部材のふくらみ量は，試験体

上下面のそれぞれ1/4の範囲に25mmLVDT小型変

位計（変位計は正背面に取り付けた部材角計測

フレーム間に渡した横架材に固定）を20本設置

し，各測定点における柱成方向のふくらみを計

測した。

　3.　実験結果

　3.1　総ひび割れ長さの推移

　正加力時の各サイクルにおける総ひび割れ長

さΣ l（ひび割れ測定面に生じたひび割れの総長

さ）の推移を図－４に示す。総ひび割れ長さは，

実験時に記録したひび割れ図から求めた。シア

スパンの異なる試験体No.1を含めて全試験体の

総ひび割れ長さを比較するため，総ひび割れ長

さを試験区間の対角長（ld＝√(D2＋L2)，D：柱

せい，L:試験区間長）で除した値（Σ l/ld）によっ

て評価した。軸力 0の曲げ破壊型試験体No.1,3

では，変形の進行にかかわらず総ひび割れ長さ

の進展は緩やかであった。せん断破壊型および

軸力が作用している試験体No.2,4,5,6では，変

形能の低い順にΣ l/ld値が大きくなった。最も脆

図－５　繰返し加力がひび割れ幅に与える影響
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図－３　曲げ変形,ふくらみ量の測定位置
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性的に破壊した試験体No.4以外の試験体ではＲ

＝1/200radまではΣl/ld値が漸増し，Ｒ＝1/100rad

時でひび割れの進展が緩やかになり，以後大き

く進展した。これは，せん断力が最大耐力の約９

割に達し，曲げ破壊型試験体では主筋が降伏し

た時期に相当している。

　3.2　繰返し載荷がひび割れ幅に与える影響

　各ひび割れ幅測定位置のひび割れ幅が繰返し

加力によって影響を受けるかどうか確認した

（図－５）。ここでは，Ｒ＝ 1/100rad までに生じ

た全試験体のひび割れを，材軸との成す角度が0

～ 30°（付着割裂ひび割れを除く）,30～60°

,60～90°の３種類に分類した（以後，それぞれ

水平ひび割れ，斜めひび割れ，鉛直ひび割れと呼

称)。多少ばらつきは見られるが，全試験体とも

繰返し加力および，ひび割れ角度による有意異

は認められかった。

　3.3　ピーク時と残留ひび割れ幅の関係

　試験体No.3,5を代表に，Ｒ＝1/100radまでに

生じたピーク時ひび割れ幅と残留ひび割れ幅と

の関係を図－６に示す。ピーク時ひび割れ幅に

対する残留ひび割れ幅の比（rw/w値）を最小二乗

法によって回帰して求めた（表－４）。せん断破

壊型試験体（No.4～5）の水平および斜めひび割

れの rw/w値は，曲げ破壊型（No.1～3）より大き

く，軸力が作用する試験体では鉛直ひび割れの

rw/w値が小さかった。材軸との成す角度が小さ

いひび割れのrw/w値は大きくなる傾向を示した。

全試験体とも rw/w値はピーク時のひび割れ幅に

比例しており，ひび割れ幅が大きくなると残留

ひび割れ幅が閉じにくくなることが分かった。

　4.　ひび割れによる損傷

　各サイクルにおける正加力によって生じたひ

び割れを対象に，部材角ピーク時ひび割れ幅wと

ひび割れ長さlの積の総和をひび割れ面積と定義

する（式 (1)）。

　　　 ( )aD w l∑= ⋅ (1)

　4.1　鉛直ひび割れによる損傷

　曲げ変形から鉛直ひび割れによるひび割れ面

積Dafを算定する。曲げ変形δ f は式 (2)より算定

した。

　　　 ( )3

1
,

T B
f i i i

i
x

H

δ δδ θ θ
=
∑

−= ⋅ = (2)

　ここに， iθ：i番目の曲げ変形測定区間における

回転角，xi：部材中央から i番目の曲げ変形測定

区間中央までの距離(mm),δT,δB：曲げ変形測定

区間における試験体上側および下側の変形(mm)，

H：曲げ変形測定位置間距離(mm)。

　鉛直ひび割れ面積と曲げ変形の関係を図－７

に示す。同一曲げ変形時において，軸力作用のな

いせん断破壊型試験体（No.5,6）のDaf は，曲げ

破壊型試験体（No.1,3）より大きな値を示してい

る。試験部両端の損傷を同程度と仮定し，曲げ変

形に対するDaf値が最も大きい試験体No.5につい

て最小二乗法で回帰すると式 (3) が得られる。

　　　　

　　　
( )255

2

af
f L

D
δ= ⋅

(3)

表－４　ピーク時ひび割れ幅に対する

残留ひび割れ幅の比
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図－６　ピーク時ひび割れ幅と

　　　　　残留ひび割れ幅との関係
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　4.2　水平および斜めひび割れによる損傷

　部材角ピーク時のせん断補強筋１本のひずみ

とこれを横切るひび割れ幅の総和との関係を図

－８に示す。危険断面から1Dの範囲内にあるせ

ん断補強筋のひずみは，１組につき３点測定し

た。１組のせん断補強筋のひずみ分布を図－９

のように仮定すると，１組のせん断補強筋の平

均ひずみ sε は式 (4) から求まる。

　　　
2

4
a b c

s
ε ε εε + ⋅ += (4)

　ここに， , ,a b cε ε ε ：ひずみ測定位置a,b,cにおけ

るせん断補強筋ひずみ(μ)。

　全試験体ともせん断ひび割れ発生時のせん断

補強筋ひずみは約200μであった。図－８におい

て軸力0の試験体No.1,3,5,6のプロットを最小

二乗法で回帰すると式(5)が得られる。

　　　 ( )31.4 10 0.2sw α ε∑ = × ⋅ − (5)

　ここに，α：低減係数（n＝0の時：α ＝1.0，n

＝0.2の時，α ＝0.7）。
    式 (5) をせん断補強筋を横切るひび割れ本数 n

で除すると，平均せん断ひび割れ幅w（式(6)）が

求まる。

　　　
( )31.4 10 0.2s

w
n

α ε× ⋅ −
= (6)

　全試験体ともＲ＝ 1/100rad まではせん断補強

筋を横切る主要なひび割れ本数は１本であった

ことからn＝1とし，Ｒ＝1/100radまでの各サイ

クルにおける最大せん断ひび割れ幅と最大せん

断補強筋ひずみの関係を図－10に示す。試験体

No.1,3を代表に，Ｒ＝1/200～1/50radについて

式(6)から求めたせん断補強筋を横切るひび割れ

幅とせん断補強筋ひずみの関係を図－11に示す。

ここでは，各せん断補強筋を横切る最大ひび割

れ幅の1/10以下のひび割れ幅は除外し，せん断

ひび割れが急増するまでのせん断補強筋を横切

るひび割れ本数は一定とした。式 (6)に n＝1～

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

0 1 2 3 4 5

No.1

No.2

No.3

No.4

No.5

No.6

図－７　鉛直ひび割れ面積と曲げ変形の関係

曲げ変形(mm)

鉛
直
ひ
び
割
れ
面
積
(
m
m
2
)

図－10　最大せん断ひび割れ幅

            と最大補強筋ひずみの関係

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600

No.1

No.2

No.3

No.4

No.5

No.6

式(6)

n ＝1

最大せん断補強筋ひずみ(μ)

最
大
せ
ん
断
ひ
び
割
れ
幅
(
m
m
)

図－９　せん断補強筋のひずみ分布

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0 500 1000 1500 2000 2500

軸力0の試験体

軸力が作用する試験体

測定位置 a

測定位置 b

測定位置 c

図－８　せん断補強筋を横切るひび割れの総和

　とせん断補強筋ひずみとの関係

せん断補強筋ひずみ(μ)

せ
ん

断
補

強
筋

を
横

切
る

ひ
び
割
れ
幅
の
総
和

(
m
m
)

式(5)

( )0.1=α

式(5)

( )7.0=α

式(3)

-268-



4を代入して求めたせん断補強筋直上のひび割れ

幅とせん断補強筋ひずみの関係は，ひび割れ本

数別のプロットと傾向が概ね一致している。

　4.3　水平および斜めひび割れ幅による損傷

　水平および斜めひび割れによるひび割れ面積

Das は，せん断補強筋を横切る複数本のひび割れ

幅の総和Σwと複数本のひび割れ長さの総和lsと

の積により算定するものとする（式(7)）。lsは，ひ

び割れ図から判断した水平および斜めひび割れ

の生じる領域の対角長（ls＝√(D2＋ x2)：試験両

端部の損傷状態を同程度と仮定）とした（図－

12）。各部材角における対角長を表－５に示す。

　　　 ( )as sD w l∑ ∑= ⋅ (7)

　4.4　ひび割れ面積率の算定

　鉛直および水平，斜めひび割れによるひび割

れ面積の総和（Daf＋Das）をひび割れ幅測定面の

全面積 A で除した値をひび割れ面積率と定義す

る（式 (7)）。実験値と式 (8)による計算値を図－

13に示す。損傷が大きくなると計算値が大きく

なっているが，概ね安全側に評価できている。

　　　 asDafD
asaf

aD rr
A

DD
r +=+= (8)

　ここに，rDaf：鉛直ひび割れ面積率，rDas：水平

および斜めひび割れ面積率。

　5.　残留ひび割れ面積率の算定

　残留ひび割れ面積率 rrDa は rDa に rw/w値（表－

４）を乗じることで求めることができる。

　5.1　残留ひび割れ面積率と被災度との関係

　残留ひび割れ面積率を文献1)の損傷度（Ⅰ～

Ⅳ）と対応づけると以下のようになった。

　損傷度Ⅰ：rrDa≦1.0×10-4(w＝0.2mm)

　損傷度Ⅱ：rrDa≦4.0×10-4(w＝0.2～1.0mm)

　損傷度Ⅲ：rrDa≦1.0×10-3(w＝1.0～2.0mm)

　損傷度Ⅳ：rrDa≦2.0×10-3(w＝0.2mm以上)

　なお，測定したひび割れ幅は寸法効果を考慮

し実際の1/2として評価した。3)

図－11　せん断補強筋直上のひび割れ幅と

　 せん断補強筋ひずみの関係
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表－５　各部材角における対角長 ls(mm)
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図－13　ひび割れ面積率(実験値)と

            ひび割れ面積率(計算値)の比較
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図－ 12　複数本のひび割れ長さの総和の算定

　5.2　残留ひび割れ面積率と部材角等との関係

　各試験体を破壊性状の違いから，(1)塑性変形

能を有する試験体(No.1,3)，(2)軸力作用下で脆性

的な破壊を呈する試験体(No.2,4)，(3)軸力作用下

n ＝1

n ＝2

n ＝3

n ＝4

試験体 1/400 1/200 1/100 1/50

No.1 716 1154 1290 1290

No.2 0 453 577 1154

No.3 577 800 905 905

No.4 453 577 1154 1154

No.5 226 905 1154 1154

No.6 226 1024 1024 1024
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図－14　部材角と残留ひび割れ面積率(横軸)の関係

図－16　柱せい方向ふくらみ/柱せいと残留ひび割れ面積率(横軸)の関係

図－15　部材耐力と残留ひび割れ面積率(横軸)の関係

にない状態で脆性破壊を呈する試験体(No.5,6)の

３種類に分類し，残留ひび割れ面積率と部材角，

耐力，柱せい方向ふくらみ/柱せいの関係をそれ

ぞれ図－14～16に示す。柱せい方向のふくらみ

量は，ふくらみ量が最大となった材端の断面中

央部の測定値を用いた。残留ひび割れ面積率は

残留ひび割れ幅よりもばらつきが少ないため，

部材の損傷度を表す一つの指標となり得ること

が分かった。

　6.　まとめ

　地震荷重を受けるＲＣ柱について，ひび割れ

性状を把握するための実験を行った。

　本実験から，以下の知見を得た。

(1)ピーク時および残留時のひび割れ面積率は，

　 実験から得られたひび割れを，鉛直，水平お

　 よび斜めひび割れの３種類に分類し，これら

　 を足し合わせることで算定できる。

(2)残留ひび割れ面積率は，ピーク時のひび割れ

　 面積率に rw/w値を乗じることで算定できる。
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